
坂井地区介護人材就業応援奨励金交付要綱 

 

(目的) 

第１条 この要綱は、あわら市及び坂井市(以下「坂井地区」という。)に所在する介護

サービス事業所(以下「事業所」という。)等に坂井地区介護人材就業応援奨励金(以下

「奨励金」という。)を交付することにより、介護職員の定着および充実を図ることを

目的とする。 

(定義) 

第２条 この要綱において使用する用語は、介護保険法(平成９年法律第１２３号。以下

「法」という。)及び老人福祉法(昭和３８年法律第１３３号)において使用する用語の

例によるほか、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１)事業所 坂井地区内に所在し、法に規定する介護老人保健施設、介護医療院、居宅

サービス事業所、地域密着型サービス事業所、居宅介護支援事業所、介護予防サー

ビス事業所、地域密着型介護予防サービス事業所及び介護予防支援事業所並びに老

人福祉法に規定する特別養護老人ホームをいう。 

(２)介護職員 事業所において介護の業務に従事する職員をいう。 

(３)常勤職員 期間の定めのない雇用契約で、勤務する事業所において定められている

常勤の職員が勤務すべき時間数以上勤務している職員をいう。 

 (奨励金の種別等) 

第３条 奨励金の種別、交付対象者、交付要件および金額は別表第１のとおりとする。 

２ 就業奨励金の交付対象者は、当該奨励金相当額を、当該奨励金の交付要件となって

いる介護職員(以下「対象職員」という。)に支給するものとする。 

(交付申請) 

第４条 奨励金の交付を受けようとする者(以下「申請者」という。)は、坂井地区介護

人材就業応援奨励金交付申請書兼請求書(就業奨励金)(様式第１号)、または坂井地区

介護人材就業応援奨励金交付申請書兼請求書(キャリアアップ奨励金)(様式第２号)

を、広域連合長に提出しなければならない。 

２ 前項の申請書の添付書類及び提出期日は、別表第２のとおりとする。ただし、広域

連合長がやむを得ない事情があると認めるときは、この限りでない。 

 (奨励金の交付) 

第５条 広域連合長は、前条の申請を受けたときは、その内容を審査し、交付の可否を

決定し、坂井地区介護人材就業応援奨励金交付決定兼確定通知書 (就業奨励金)(様式

第３号)、坂井地区介護人材就業応援奨励金交付決定兼確定通知書 (キャリアアップ奨



励金)(様式第４号)、または坂井地区介護人材就業応援奨励金不交付決定通知書(様式

第５号)により申請者に通知する。 

２ 広域連合長は、前項の規定により、奨励金の交付の決定を通知したときは、速やか

に奨励金を交付するものとする。 

(就業奨励金の支給) 

第６条 就業奨励金の申請者は、就業奨励金を受領後速やかに、奨励金相当額を対象職

員に支給するものとする。 

(奨励金の返還) 

第７条 奨励金の交付決定を受けた者が次の各号のいずれかに該当するときは、広域連

合長は、交付決定を取り消すものとする。この場合において、既に交付された奨励金

があるときは、全額返還を命ずることができる。 

(１)提出書類に記載のあった事業所での勤務の実態が確認できないとき。 

(２)偽りその他不正の手段により奨励金の交付を受けたとき。 

(３)その他広域連合長が必要と認めたとき。 

(その他) 

第８条 この要綱に定めるもののほか、奨励金の交付に関し必要な事項は、広域連合長

が定める。 

附 則 

(施行期日) 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 
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別表第１(第３条関係) 

種 別 交付対象者および交付要件 金額 

就業奨励金 

下記の要件をすべて満たす対象職員を雇用する事業所 

(１)あわら市又は坂井市に住所を有する者であること 

(２)令和６年４月１日以降に雇用契約を締結したこと 

(３)雇用開始日から起算して３か月経過し、その後も継続して勤務する

意思のある者であること 

(４)過去にこの要綱による就業奨励金の交付を受けていないこと 

(５)常勤職員であること 

１人当たり 

５万円 

キャリア 

アップ奨励金 

下記の要件をすべて満たす者 

(１)あわら市又は坂井市に住所を有する者であ

ること 

(２)右記の研修を修了、又は新たに資格取得し

た者であること 

(３)同一の事業所に、６月間継続して介護職

員、介護支援専門員又は主任介護支援専門員

として勤務し、かつ、３年以上継続して勤務

する意思のある者であること(ただし、常勤又

は非常勤の別は問わない) 

介護職員初任者研修 

介護職員実務者研修 
５万円 

介護福祉士 

認定介護福祉士 

介護支援専門員 

主任介護支援専門員 

８万円 

別表第２(第４条関係) 

種 別 添付書類 提出期日 

就業奨励金 

・雇用開始日及び雇用条件の確認ができるもの 

(雇用契約書の写し、就業証明書等) 

・その他広域連合長が必要と認める書類 

別表第１に掲げる交付要件

を満たした日から１年以内 

キャリア 

アップ奨励金 

・研修を修了又は資格を取得したことが分かるもの 

(研修修了証の写し、資格証および認定証の写し等) 

・勤務証明書(様式６) 

・その他広域連合長が必要と認める書類 

別表第１に掲げる研修修

了、又は資格取得した日か

ら１年以内 

 
 


